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要  約 
 

 津波避難ビル等の構造的要点の基本的な考え方として，東日本大震災における津波による建築物被害を踏まえた津波

避難ビル等の構造上の要件にかかわる暫定指針がとりまとめられている。暫定指針では，津波波圧を算定するための水

深係数を 3 とすることを基本としながら，構造物と海岸線との間の遮蔽物や構造物と海岸線の距離により低減できるこ

と，また，開口やピロティを有する構造物はその影響を考えて作用波力を減ずることができること，等が定められてい

るものの，遮蔽物や距離，開口やピロティの影響を系統立てて検討された事例は少ない。本報告は，暫定指針の合理化

に資するデータを得るために，これらの影響を水理模型実験および数値シミュレーションにより検討した結果をとりま

とめたものである。 
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 Ⅰ．はじめに 
 津波避難ビルや津波避難タワー等の施設の構造設計にあたっては，

津波による荷重を適切に評価することが重要である。内閣府の「津

波避難ビル等に係るガイドライン」巻末資料②「構造的要件の基本

的な考え方」１）では，朝倉ら２）の実験結果をもとにした式で津波

波圧を算定することとしている。この式で用いる水深係数はフルー

ド数に依存するという研究成果３）もあるものの，同ガイドラインで

は一定値 3 を用いるものとしている。 
 東日本大震災後には，震災における津波による建築物被害の調査

を踏まえ，津波波圧算定式の見直しが行われており，「東日本大震災

における津波による建築物被害を踏まえた津波避難ビル等の構造上

の要件に係る暫定指針」４）にとりまとめられている。暫定指針では，

対象建築物の海側に遮蔽物がある場合や海岸線からの距離がある場

合には水深係数2あるいは1.5を用いることができるとされている。

また，建築物が開口やピロティを有している場合には作用荷重を低

減することができるとされている。しかしながら，遮蔽物や海岸線

からの離隔距離，開口やピロティの影響についての系統的な検討デ

ータは少ない。 
 本報告では，津波避難ビル等の構造設計の合理化に資することを

目的とし，水理模型実験および数値シミュレーションによる検討を

行った結果をとりまとめる。 
 
 Ⅱ．津波避難ビル等の構造上の要件に係る暫定指針 
 以下に，津波避難ビル等の構造上の要件に係る暫定指針の記載内

容のうち，本研究で合理化検討を実施した項目について引用する５）。 
 １．津波波圧算定式 

 構造設計用の進行方向の津波波圧は下式により算定する。 

    zahgqz    ···················································· （１） 

ここに， qz ：構造設計用の進行方向の津波波圧(kN/m2)，  ：水の

単位体積質量(t/m3)，g ：重力加速度(m/s2)，h：設計用浸水深(m)，
z ：当該部分の地盤面からの高さ  ahz 0 (m)， a ：水深係数，で

ある。水深係数 a については 3 を基本とするが，津波の勢いが低減

されることが見込まれる場合には Fig.1 に示すように低減すること

ができる。 
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 ２．津波波力算定式 

 構造設計用の進行方向の津波波力は（１）式の津波波圧が同時に

生じると仮定し，（２）式により算定する。 

     
2

1

z

z
BdzzahgQz  ··········································· （２） 

ここに， Qz ：構造設計用の進行方向の津波波力(kN)， B ：当該部

分の受圧面の幅(m)， 1z ：受圧面の最小高さ(m)， 2z ：受圧面の最

大高さ(m)である。受圧面の幅 B は高さに応じて一様でない場合が

あるが，この場合，各高さに応じた受圧面の幅を用いて積分を行う。 
 ３．開口による低減 

 開口部における津波波力は，各高さの受圧面の幅から各高さの開

口部の幅を除外して津波波力を算定すること，または受圧面の面積

から開口部の面積を除外した面積を受圧面の面積で除して得た割合

を津波波力に乗じることにより低減することができる。ただし，原

則として，除外する前の津波波力の７割を下回らないこととする。 
 ４．ピロティの取扱い 

 ピロティを有する部分の津波波力は，ピロティ部分（柱・梁等の

耐圧部材を除く。）に津波波圧が作用しないこととして，算定するこ

とができる。 
 ５．浮力算定式 

 開口率を勘案して水位上昇に応じた開口部からの水の流入を考慮

して算定することができる。 
 

 Ⅲ．研究成果 
 ここでは，津波避難ビル等の構造上の要件に係る暫定指針の合理

化に資するデータを取得するために実施した水理模型実験および数

値シミュレーションで得られた成果を，建築基準法整備促進事業成

果６），７），８）および既発表論文より引用する形で紹介する。 
 なお，以降で示す水理模型実験は，すべて，鹿島建設技術研究所

海洋・水理実験棟の中型水路（長さ 60m，幅 0.7m，高さ 1.5m）に

おいて実施した。実験波は，環流装置を用いて造波した，津波もし

くは定常流とした。模型や計測諸量はフルード相似則にしたがって

モデル化し，実験縮尺は 1/100 とした。基本的な実験の流れは，模

型を設置しない状態で通過波検定実験を行って所定の津波あるいは

定常流を作成して水位・流速を計測した後に，模型を設置して津波

荷重実験を実施した。 
 １．遮蔽物・海岸線との離隔距離の影響について 

 （１）目 的 
 暫定指針では，津波避難ビル等の構造設計における津波の波圧の

算定時に，Fig.1 に示すように海側に防潮堤等の遮蔽物が存在する

場合には海岸線との離隔距離に応じて水深係数を低減できるとして

いる。そこで，水理模型実験を行って，遮蔽物と海岸線との離隔距

離の影響を検討する。 
 （２）水理模型実験 
 (a)実験方法概要９） 
 津波条件は，波高 1h を 4 通り（5.0，6.8，7.5，10.0cm），半周期

は 60 秒とし，環流装置の流量を時間的に変化させることで津波波

形を模擬した。 
 地形は Fig.2 に示すとおりであり，陸上部には，標準的な地表面

相当（ smn 31012.0  ）もしくは街区相当（ smn 31020.0  ）の粗

度を設置した。遮蔽物は，法勾配 1:2 の台形型防潮堤とし，高さ wh
を 3 通り（0.0，2.5，7.5cm）とした。 
 建築物は，矩形の構造物模型（幅 19.5cm，奥行 10cm，高さ 19cm）

を，海岸線からの距離（2，4，6m）を変化させて設置し，津波を

作用させて水平波力，建築物前面浸水深，背面浸水深を計測した。

建築物模型は，水路中央に設置する場合（3D）を標準とし，比較の

ため建築物と水路側壁との間を模擬壁で閉塞させた場合（2D）につ

いても実施した。 
 水位（浸水深），流速，波力の計測にはそれぞれ容量式波高計，直

径 5mm のプロペラ式流速計，3 分力計を用いた。なお，プロペラ

式流速計は底面から 8mm の高さに設置した。 

* 5.1a への低減は津波の流速増加がない地域を対象とする 

Fig.1 水深係数 a の模式図５） 
(Diagram of Water Depth Coefficient) 

遮蔽物のある地域

遮蔽物のない地域

津波来襲方向

Fig.2 遮蔽物実験のセットアップ９） 
(Setup of Hydraulic Model Test of Protective Barrier) 
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 (b)実験結果概要９） 
 防潮堤による波力の低減効果を調べるため，Fig.3 に防潮堤を設

置した場合の最大水平波力 xWWF と防潮堤が存在しない場合の最大

水平波力 xNWF との比( xNWxWW FF )と，防潮堤の高さ( wh )と入射波

水深( 1h )との比( 1hhw )との関係を，海岸線と建築物の離隔距離 x
をパラメータとして示す。防潮堤が高いほど防潮堤の背後にある建

築物に作用する波力は低減すること，また，防潮堤からの離隔距離 x
が大きいほど低減効果が大きいことが分かる。粗度 n の大きさが波

力低減効果に及ぼす影響を Fig.4 に示す。陸上地表面粗度 n が大き

いほど，また入射波水深 1h が小さいほど，波力の低減効果が大きい

ことが分かる。 
 波力が低減する理由を探るため，波力の評価に用いる抗力係数お

よび水深係数と通過波のフルード数との関係を調べた結果，抗力係

数および水深係数はフルード数の関数となることを確認した。定量

的な評価を簡便に行うため，遮蔽物の影響を考慮してフルード数の

変化を算定することができる水理解析をあわせて実施し，解析値が

実験値の傾向を良好に再現することを確認した。さらに，池谷ほか

10）は簡便に入手可能な津波ハザードマップの浸水深に関する情報

から，エネルギー線法によるフルード数の変化を表現する方法を提

案し，水理模型実験結果と比較をして提案方法の妥当性を示した。 
 また，池谷ほか 11）は，有限幅の水域中に設置された広幅直方体

構造物を対象として，反射特性を考慮した津波波力の評価方法を提

案し，本実験結果と比較して妥当性を示した。 

 ２．開口の影響について 

 （１）目 的 
 暫定指針では，受圧面の面積から開口部の面積を除外した面積を

受圧面の面積で除した割合で，7 割を下限値として津波波力を低減

することができるとしている。しかしながら，開口を有する構造物

への津波荷重に関する系統的な実験データは少ないため，水理模型

実験および数値シミュレーションを行って開口の影響を検討する。 
 （２）水理模型実験 
 (a)実験方法概要 12） 
 津波条件は，波高 1h を 4 通り（3.0，5.0，7.5，10.0cm），半周期

2 通り（30，60 秒）を組合せた 8 通りとし，環流装置の流量を時間

的に変化させることで津波波形を模擬した。 
 地形は，Fig.5 に示すとおりとし，緩勾配部と陸上部の境界（護

岸）は 10cm，護岸前面での静水深は 7.5cm とした。 
 建築物は，側方を水が流下しない 2D モデルと流下する 3D モデ

ルのそれぞれに対して，開口がない場合（CL；Close）とある場合

（OP；Open）を考えた計 4 タイプとした（Photo 1）。奥行 10cm，

高さ 19cm は共通で，幅は 2D モデルで 69.5cm，3D モデルで 19.5cm
とした。模型を正面から見た際の開口部面積 / 全体面積で定義した

前面開口率は，OP-2D と OP-3D で，それぞれ 46.8%，43.7%であ

る。 
 (b)実験結果概要 12） 
 通過波検定実験では 8 通りの津波を作成し，陸上部で計測された

フルード数は，最も大きい時刻において 1.2から 1.4程度であった。 
 津波荷重実験では，建築物に作用する波力および波圧（9～32 点）

Fig.3 防潮堤の高さと海岸線からの距離による波力の低減９）

(Reduction of Tsunami Wave Force by Protective Barrier) 
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Fig.4 陸上地表面粗度の違いによる波力の低減９） 
(Reduction of Tsunami Wave Force by Roughness of Land)
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Fig.5 開口部実験およびピロティ実験のセットアップ 12） 
(Setup of Opening Experiment and Piloti Experiment) 

単位：m

Photo 1 開口部実験模型 12） 
(Building Model of Opening Experiment) 

(a) CL-2D (b) CL-3D

(c) OP-2D (d) OP-3D
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を計測した。得られた津波波力の時系列から，津波のフロントが通

過する際の極大値（衝撃波力）と水位が最大となる時間にみられる

極大値（持続波力）があり，持続波力は全ケースでみられ，多くの

場合は持続波力が最大波力となることが確認された。一方，衝撃波

力は，周期が短く波高が大きい場合（フルード数が大きい場合）に

発生し，開口なし模型の方が開口あり模型に比べて大きな値となっ

た。また，持続波力が最大となる時刻における波圧分布は，建築物

前面の最大浸水深における静水圧分布とほぼ等しいことが分かった。 
 Fig.6 は，開口による波力の低減効果を示したものである。各プロ

ットは 1 つの津波条件に対応しており，横軸は開口なし CL モデル，

縦軸は開口あり OP モデルの場合の最大水平波力を示している。図中

の実線は，建築物の開口率を  （2D：46.8%，3D：43.7%）とし， 

   CLxOPx FF |max|max )1(   ······································· （３） 

を示したものである。式（３）では，津波の作用高さや波圧分布は開

口がない場合と同等とし，受圧面積が高さ方向に一様に 1 倍にな

るとして波力を低減している。しかしながら，開口が存在する場合に

は，建築物前面の最大浸水深が低減され，それにともなって波圧も小

さくなるため，実験から得られた値は式（３）よりも小さな値を示し

ていることが分かる。3D モデルの場合は，建築物前面の最大浸水深

に対する開口の影響が 2D モデルの場合と比べて相対的に小さいた

め，波力が低減される割合が小さくなっていると考えらえる。以上の

結果から，本実験のパラメータ範囲では，現行の津波荷重算定式は

安全側の評価を与えるものであることが確認された。 
 さらに，池谷ほか 13）は，陸上構造物に作用する津波持続波圧の

簡便な理論モデル 14）を越流や透過流による通下流量がある場合に

も適用できるように拡張し，水理模型実験及び次項で述べる数値シ

ミュレーションと比較して，有効性を確認した。 
 （３）CADMAS-SURF/3D を用いた数値シミュレーション 
 (a)数値シミュレーション方法概要 
 数値解析モデルとして，CADMAS-SURF/3D15），16）を用いた。

CADMAS-SURF/3D は 支 配 方 程 式 と し て 3 次 元 非 圧 縮 の

Navier-Stokes 方程式をポーラスモデルに基づいて拡張した方程式

を用いており，自由表面の解析は VOF 法による。 
 まず，開口を有する建築物に作用する津波荷重の評価における数

値解析モデルの適用性を確認するため，CADMAS-SURF/3D を用

いて水理模型実験（建築物：OP-3D，波高：7.5cm，周期：30 秒）

の再現解析 12）を実施した。さらに，津波条件，海底勾配，開口率，

地盤の透水係数をパラメータとして，建築物に作用する津波荷重に

及ぼす影響を評価するための解析を実施した。多数の解析を実施す

る必要があるが，計算効率化については岩前ら 17）に示した。 
 (b)数値シミュレーション結果概要７） 
 CADMAS-SURF/3D を用いた数値シミュレーションにより得ら

れた代表的なパラメータの影響は以下のとおりである。 
 ａ．津波条件の影響（Fig.7 上） 
  波高が大きいほど，周期が短いほど最大水平波力が大きい。 
 ｂ．開口率の影響（Fig.7 下） 
  開口がある場合の水平波力は，ない場合の値に（1－面積開口

率）をかけた値よりも小さい。 
 ３．ピロティの影響について 

 （１）目 的 
 暫定指針では，ピロティ部分の開口影響により津波波力を低減で

き，その低減率は前面開口率によって求められるとしている。しか

しながら，ピロティ構造物に作用する津波波力について幅広いパラ

メータで検討した事例は少ない。本実験では，ピロティの柱部分に

作用する津波波力の把握を目的とした実験とピロティ構造を有する

建築物に作用する津波波力の把握を目的とした実験とに分けて実施

した。 
 （２）ピロティ構造の柱部分を対象とした水理模型実験 
 (a)実験方法概要 18） 
 実験水路内に定常流を発生させることにより，陸上に遡上した津

波を模擬した実験を実施した。環流装置のポンプの流量および実験

部下流端に設置した堰上げ装置の高さを調整することにより，定常

流の浸水深および流速を変化させた。さらに，フルード数の大きい

Fig.6 開口による最大水平波力の低減 12） 
(Reduction of Tsunami Wave Force by Opening) 
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Fig.7 津波条件の影響（上）と開口率の影響（下）７）

(Effect of Tsunami Condition and Opening Ratio) 

1－開口率 
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流れについても検討するため，陸上部上流端に台形型の堰を設けた

実験も実施した。津波条件は，低フルード数（<1，常流）6 ケース，

高フルード数（>1，射流）4 ケースの計 10 ケースの定常流とした。 
 地形は，開口部実験と同様のもの（Fig.5）を使用した。 
 柱模型は，Photo 2 に示すように平板に柱を取り付けた形状のも

のとし，柱の高さは 15cm，柱の径は角柱（1cm×1cm），円柱（φ

1cm）とした。 
 (b)実験結果概要 18） 
 通過波検定実験では，浸水深が 1.0～11.0cm，流速が 0.11～
121.4cm/s，フルード数が 0.001～3.07 の範囲となる定常流を作成

した。 
 津波荷重実験では，柱の形状・本数・設置間隔・津波の入射角度

（模型の設置角度）の異なる 9 ケースの模型に対して，通過波検定

実験で得られた定常流を作用させた際の波力を計測し，柱 1 本あた

りの抗力係数を算出した。いずれの模型条件においても，抗力係数

はフルード数が増加するにしたがって減少する傾向が見られた

（Fig.8）。そこで，理論モデルから抗力係数とフルード数を関係付

ける式を導出し，それに基づき，各実験ケースにおける抗力係数を

評価する近似式を提示した 19）。柱の形状によらず，柱の本数が増え

るにつれて柱 1 本あたりの抗力係数が減少する傾向が見られた。こ

れは，柱が複数列に渡って存在する場合，下流側の柱に作用する流

れが上流側の柱の影響を受けるためと考えられる。柱 1 本当たりの

抗力係数から，各列の柱に作用する抗力を推定した結果，フルード

数が 1 より小さい場合（常流）は，柱に作用する抗力は下流側に行

くにしたがって漸減していた。一方，フルード数が 1 より大きい場

合（射流）では単純減少しないことが分かった。実験結果に基づき，

下流側の柱における抗力の低減モデル案を提示した 20）が，このモ

デルは津波の入射向きや柱間距離と柱径の比等のパラメータにより

大きく異なると考えられる。 
 （３）ピロティ構造を有する建築物を対象とした水理模型実験７） 
 (a)実験方法概要 
 1 階部分だけがピロティ構造となった，より現実的な形の建築物

模型を用い津波波力を計測する。ピロティ開口のない模型における

波力を基準とし，ピロティ構造による波力の低減効果や付属設備（階

段）が波力に与える影響を評価する。 
 地形は柱実験と同様である。 
 津波条件は，浸水深（3.0，5.0cm）および周期（30，60 秒）の

組合せの 3 種とした。ここで，浸水深 5.0cm のケースは水位が 2 階

部分に達する場合で周期 2 ケース，3.0cm のケースはピロティ部分

の柱のみに荷重が作用する場合で周期は 60 秒とした。 
 模型は開口部実験の CL-3D モデルおよびピロティ模型を用いた

（Photo 3）。外形寸法は両模型とも同じであり，ピロティ模型には

階段が着脱可能である。 
 (b)実験結果概要 
 3 種類の模型に対して 3 つの津波条件で計 9 ケースの津波荷重実

験を実施した。ピロティ構造に作用する水平波力は，ピロティ開口

のない構造に作用する水平波力の 40～60%程度に，また，鉛直力は，

10～30%に低減することが確認された。現在のガイドラインにおい

ては波力の低減率の下限を 70%としているが，今回の実験で得られ

た低減率はこれよりも小さい。ピロティの柱部分にのみ津波が作用

するケースについては，前述の柱体構造物に作用する波力の評価方

法により評価したところ，やや大きめの評価値となった。また，外

階段の存在は，水平波力を 3～7%ほど増加させる結果となった。 
 
 Ⅳ．おわりに 
 本報告では，津波避難ビル等の構造設計の合理化に資することを

目的として実施した検討結果をとりまとめた。水理模型実験および

数値シミュレーションを実施して，海岸線と建築物の間にある遮蔽

物やその離隔距離，建築物の開口の有無，ピロティ構造の影響を系

統立てて検討した。 
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Rationalization of Construction Criteria for Tsunami Evacuation Buildings 

 
Takako Fukuyama, Tsuyoshi Ikeya1), Nobuyuki Iwamae2), Seiya Suenaga, 

Toshihiko Takahashi3), Yoshinobu Akiyama, Tomokazu Tateno4) and Norio Suzuki 
 

Based on a survey of building damages caused by the Great East Japan Earthquake Tsunami, 
interim guidelines have been compiled to cover the structural requirements of tsunami evacuation 
buildings. To reduce the impact of tsunami wave forces, the guidelines show the use of protective 
barriers, constructing the buildings further from the coastline, and using buildings with openings 
and which are built on pilotis. However, there are few cases in which the effects of such measures 
have been considered systematically. This report summarizes the results of an investigation which 
used hydraulic model experiments and numerical simulation of these effects in order to obtain data 
that will help to rationalize the interim guidelines. 
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